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三重県国民保護計画新旧対照表（県組織改正のみの箇所を除く） 

番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

1 

 

 

 

 

5 第１編 

第１章 

５表１－１

「指定行政

機関」の項 

用語の定義 金融庁、消費者庁、総務省、・・・中小企業庁、国土交通省、国土地理院、

観光庁、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会及び防衛省 

金融庁、総務省、・・・中小企業庁、原子力安全・保安院、国土交通省、

国土地理院、観光庁、気象庁、海上保安庁、環境省及び防衛省 

消費者庁及び原子

力規制委員会の設

置に伴い、「指定行

政機関」の定義を修

正 

2 

 

 

 

12 第１編 

第３章 

表１－６ 

指定地方公共

機関の事務又

は業務の大綱 

一般社団法人三重県ＬＰガス協会 

公益社団法人三重県バス協会 

一般社団法人三重県トラック協会 

公益社団法人三重県医師会 

社団法人三重県エルピーガス協会 

社団法人三重県バス協会 

社団法人三重県トラック協会 

社団法人三重県医師会 

公益法人制度改革

に伴う、機関名の変

更 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 第１編 

第４章 

（３） 

人口分布 人口は、平成22年10月１日現在で1,854,724人(男903,398人、女951,326人)

である。県内の最も人口が多い市町は四日市市(307,766人)であり、ついで

津市(285,746人)、鈴鹿市(199,293人)の順となっている。人口はこれら県

北部から中部にかけての市町に集中している。 

年齢別に見ると、全体において15歳未満が総人口に占める割合は13.7%、15

～65歳の人口は62.0%、65歳以上の人口は24.3%となっている。65歳以上の

全国平均は23.0%(平成22年)であり、全国平均より高い高齢化率を示してい

る。 

平成17年の国勢調査結果及び平成22年の国勢調査結果人口を基に増加率を

算出すると、大多数の市及び郡部において、65歳以上の人口が増加してい

る。 

人口は、平成18年10月１日現在で1,867,696人(男908,440人、女959,256人)

である。県内の最も人口が多い市町は四日市市(304,941人)であり、ついで

津市(288,600人)、鈴鹿市(195,159人)の順となっている。人口はこれら県

北部から中部にかけての市町に集中している。 

年齢別に見ると、全体において15歳未満が総人口に占める割合は14.1%、15

～65歳の人口は63.9%、65歳以上の人口は22.0%となっている。65歳以上の

全国平均は20.04%(平成17年)であり、全国平均より高い高齢化率を示して

いる。 

平成12年の国勢調査結果及び平成18年の人口を基に増加率を算出すると、

大多数の市及び郡部において、65歳以上の人口が増加している。 

統計数値の修正 

4 

 

 

 

 

 

16 第１編 

第４章 

（４） 

表１－７ 

地域別昼夜間

人口一覧 

表１－７ 地域別昼夜間人口一覧 

地域区分 夜間人口 
昼間流入

人口 

昼間流出

人口 

差引純流

入 
昼間人口 

総数 1,854,724 273,339 307,883 -34,544 1,820,180 

桑名・ 

員弁地域 
218,490 40,909 53,986 -13,077 205,413 

四日市 

地域 
371,373 65,753 61,055 4,698 376,071 

鈴鹿・ 

亀山地域 
250,316 36,699 46,073 -9,374 240,942 

 
 

表１－７ 地域別昼夜間人口一覧 

地域区分 夜間人口 
昼間流入

人口 

昼間流出

人口 

差引純流

入 
昼間人口 

総数 1,866,963 322,703 363,013 -40,310 1,826,653 

桑名・ 

員弁地域 
218,271 39,356 54,403 -15,047 203,224 

四日市 

地域 
362,993 65,409 59,832 5,577 368,570 

鈴鹿・ 

亀山地域 
242,367 38,381 47,346 -8,965 233,402 

 
 

統計数値の修正 
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番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

伊賀地域 177,491 19,738 26,892 -7,154 170,337 

津・ 

久居地域 
285,746 39,272 31,053 8,219 293,965 

松阪・ 

紀勢地域 
226,550 33,040 42,899 -9,859 216,691 

伊勢志摩 

地域 
245,180 29,555 36,126 -6,571 238,609 

尾鷲地域 38,644 3,270 3,341 -71 38,573 

熊野地域 40,934 5,103 6,458 -1,355 39,579 
 

 

伊賀地域 182,779 20,880 30,242 -9,362 173,417 

津・ 

久居地域 
288,538 71,486 65,616 5,870 294,408 

松阪・ 

紀勢地域 
229,271 35,718 44,127 -8,409 220,862 

伊勢志摩 

地域 
256,897 41,639 49,822 -8,183 248,714 

尾鷲地域 42,066 4,002 4,217 -215 41,851 

熊野地域 43,781 5,832 7,408 -1,576 42,205 
 

 

5 16 第１編 

第４章 

（５） 

道路の位置等 また、伊勢湾岸自動車道が豊田市から四日市市まで、紀勢自動車道が多気

町から紀北町までをつないでいる。 

また、伊勢湾岸自動車道が豊田市から四日市市まで、紀勢自動車道が多気

町から大台町までをつないでいる。 

高速道路の区間延

長に伴う記載事項

の修正 

6 17 第１編 

第４章 

（５） 

図１－３ 

主な道路網 図１－３ 主な道路網 

別紙のとおり 

図１－３ 主な道路網 

別紙のとおり 

高速道路の区間延

長に伴う記載事項

の修正 

7 18 第１編 

第４章 

（６） 

鉄道、港湾の位

置等 

港湾としては、国際拠点港湾は四日市港の１箇所、重要港湾は津松阪港及

び尾鷲港の２箇所、地方港湾は桑名港、千代崎港、白子港、宇治山田港、

鳥羽港、的矢港、賢島港、浜島港、五ケ所港、吉津港、長島港、引本港、

三木里港、賀田港、二木島港、木本港及び鵜殿港の合計 17箇所が存在する。 

港湾としては、特定重要港湾は四日市港の１箇所、重要港湾は津松阪港及

び尾鷲港の２箇所、地方港湾は桑名港、千代崎港、白子港、宇治山田港、

鳥羽港、的矢港、賢島港、浜島港、五ケ所港、吉津港、長島港、引本港、

三木里港、賀田港、二木島港、木本港及び鵜殿港の合計 17箇所が存在する。 

呼称の変更 

8 21 第１編 

第４章 

（８） 

石油コンビナ

ート等特別防

災区域 

石油コンビナート等特別防災区域は、四日市臨海地区及び尾鷲地区の２箇

所が存在する。このうち、四日市臨海地区は、四日市市に位置し、面積 11.01

㎢、50 の事業所（このうち 35 が特定事業所）で形成されており、石油精

製及び石油化学を主体とした全国有数のコンビナート地区である。また、

尾鷲地区は、尾鷲市に位置し、面積 0.56㎢、１つの特定事業所で形成され

ており、火力発電及び石油精製を主体とした地区である。 

石油コンビナート等特別防災区域は、四日市臨海地区及び尾鷲地区の２箇

所が存在する。このうち、四日市臨海地区は、四日市市に位置し、面積 11.01

㎢、51 の事業所（このうち 37 が特定事業所）で形成されており、石油精

製及び石油化学を中心とした全国有数のコンビナート地区である。また、

尾鷲地区は、尾鷲市に位置し、面積 0.56㎢、２つの特定事業所で形成され

ており、火力発電及び石油精製を中心とした地区である。 

統計数値の修正 
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番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

9 21 第１編 

第４章 

（８） 

表１－８ 

石油コンビナ

ート等特別防

災区域 

表１－８ 石油コンビナート等特別防災区域概況 

区分 
区域面積 

(km2) 

貯蔵・取扱・処理量 事業所数 

石油 

(千 kl) 

高圧ガス 

(十万 Nm3) 
総数 

特定事業所 
その他

事業者 
第１種 

事業所 

第２種 

事業所 

四日市 

臨海地区 
  11.01  7,202      5,927   50     16       19    15 

尾鷲地区    0.56    669          0    1      1        -     - 

 合計   11.57  7,871      5,927   51     17       19    15 

 
 

表１－８ 石油コンビナート等特別防災区域概況 

区分 
区域面積 

(km2) 

貯蔵・取扱・処理量 事業所数 

石油 

(千 kl) 

高圧ガス 

(十万 Nm3) 
総数 

特定事業所 
その他

事業者 
第１種 

事業所 

第２種 

事業所 

四日市 

臨海地区 
  11.01  7,055      6,010   51     16       21    14 

尾鷲地区    0.56    668          0    2      2        -     - 

 合計   11.57  7,723      6,010   53     18       21    14 

 
 

統計数値の修正 

10 25 第１編 

第６章 

２ 

図１－６ 

県地域防災計

画の活用 

図１－６ 地域防災計画等との関係 

 

 

図１－６ 地域防災計画等との関係 

 

表現の適正化 

11 

 

 

28 第２編 

第１章 

第１ 

１ 

県の各部局等

における平素

の業務 

この場合、政策会議等において、国民保護措置の実施体制について部局間

等の情報共有を図る。 

この場合、県政戦略会議等において、国民保護措置の実施体制について部

局間等の情報共有を図る。 

呼称の変更 

12 34 第２編 

第１章 

第２ 

３（２） 

警察災害派遣

隊の充実及び

強化 

(2) 警察災害派遣隊の充実及び強化（警察本部） 

     県警察は、他の都道府県警察と連携し、警察災害派遣隊が直ちに出動             

   できるよう、隊員に対する教養訓練を徹底するとともに、招集及び出動  

  体制の確立等必要な体制の整備を図る。 

(2) 広域緊急援助隊の充実及び強化（警察本部） 

     県警察は、他の都道府県警察と連携し、広域緊急援助隊が直ちに出動 

   できるよう、隊員に対する教養訓練を徹底するとともに、招集及び出動  

  体制の確立等必要な体制の整備を図る。 

呼称の変更 

13 

 

 

34 第２編 

第１章 

第２ 

４（３） 

市町間の連携

の確保 

(3) 市町間の連携の確保（防災対策部） 

     県は、「三重県市町災害時応援協定」等の市町間の相互応援協定等に 

   ついて必要な見直しを行う際に支援すること等を通じて、市町相互間の 

   国民保護措置の整合性の確保を図る。 

(3) 市町間の連携の確保（防災危機管理部） 

     県は、「三重県市町村災害時応援協定」等の市町間の相互応援協定等 

   について必要な見直しを行う際に支援すること等を通じて、市町相互間 

   の国民保護措置の整合性の確保を図る。 

表現の適正化 

 

 

暴風、地震等の異常な自然
災害又は大規模な火事等の
災害を対象とする 

県地域防災計画 

地震・津波や風水害等に起
因する自然災害や大規模火
災等を対象とする。 

県地域防災計画 
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番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 第２編 

第１章 

第３ 

（２） 

表２－４ 

通信体制の確

保に当たって

の留意事項 

 

 

 

 

 

表２－４ 通信体制の確保に当たっての留意点 

施

設

・

設

備

面 

・武力攻撃事態等における警報や避難措置の指示等を迅速かつ

確実に通知・伝達されるよう、緊急情報ネットワークシステ

ム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）

消防防災無線等を中心に、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡ

Ｎ）、地域衛星通信ネットワーク等の情報通信手段を的確に運

用・管理・整備する。 

・通信設備等の情報通信手段の施設について、通信の取扱い及

び機器の操作の習熟を含めた管理並びに運用体制の構築を図

る。 

・無線通信ネットワークの整備及び拡充の推進並びに相互接続

等によるネットワーク間の連携を図る。 

・武力攻撃災害時において確実な利用ができるよう、国民保護

措置の実施に必要な通信設備を定期的に総点検する。 

 

表２－４ 通信体制の確保に当たっての留意点 

施

設

・

設

備

面 

・（新規） 

・通信設備等の情報通信手段の施設について、通信の取扱い及

び機器の操作の習熟を含めた管理並びに運用体制の構築を図

る。 

・無線通信ネットワークの整備及び拡充の推進並びに相互接続

等によるネットワーク間の連携を図る。 

・武力攻撃災害時において確実な利用ができるよう、国民保護

措置の実施に必要な通信設備を定期的に総点検する。 

 

「国民の保護に関

する基本指針」の変

更に伴い、警報等の

伝達手段として、エ

ムネット、Ｊアラー

トを使用する旨を

明記 

15 61 第３編 

第２章 

１（３） 

県対策本部の

組織構成及び

機能 

(3) 県対策本部の組織構成及び機能（防災対策部） 

     県対策本部に、全庁的な危機管理を統括する危機管理統括監を部長と 

   する対策統括部を設置し、危機管理統括監の指示のもと、危機発生直後 

   の初動から応急、復旧期における本部長の意思決定を支援する。 

     また、対策統括部内に、組織の縦割りを排除し、危機発生時に把握す 

   べき情報が漏れなく把握できるとともに、発生するすべての業務のカテ 

   ゴリーに応じた事務をそれぞれ処理することのできる部局長をリーダ 

   ーとした部隊を編成することにより、本部長及び危機管理統括監のも 

   と、迅速な初動体制と応急・復旧期を含めた対策活動を可能とする体制 

   を整備する。 

     県対策本部の組織構成及び機能は図３－２に示すとおりとする。 

(3) 県対策本部の組織構成及び機能（防災危機管理部） 

     県対策本部に、部を置き、各部は国民保護に関する対策を実施するも 

   のとする。県対策本部内には、対策本部長の意思決定を補佐し、情報の 

   収集及び取りまとめ、各関係機関との連絡調整及びその他の県対策本部 

   の総括事務を行う事務局を整備する。 

     県対策本部の組織構成及び機能は図３－２並びに表３－１及び表３ 

   －２に示すとおりとする。 

県組織改正に伴う

担当部局名の修正 

 

県災害対策本部組

織見直しにあわせ、

県対策統括部、県対

策統括会議を設置

した旨を記載 
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番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

16 

 

62 

 

第３編 

第２章 

図３－２ 

県対策本部の

構成 

 

図３－２ 県対策本部の構成 

別紙のとおり 

図３－２ 県対策本部の構成 

別紙のとおり 

県対策本部組織見

直しに伴う、組織図

の修正 

17 - 第３編 

第２章 

１（３） 

表３－１ 

県対策本部防

災危機管理部

の主要な事務

又は業務 

（削除） 表３－１ 県対策本部防災危機管理部の主要な事務又は業務 県災害対策本部組

織見直しに伴う、記

載事項の整理 

18 - 第３編 

第２章 

１（３） 

表３－２ 

県対策本部各

部の主要な事

務又は業務 

（削除） 表３－２ 県対策本部各部の主要な事務又は業務 県災害対策本部組

織見直しに伴う、記

載事項の整理 

19 80 第３編 

第５章 

第２ 

２（３） 

県境を越える

住民の避難の

場合の調整 

(3) 県境を越える住民の避難の場合の調整（防災対策部） 

   オ 避難先の都道府県知事等が避難住民の輸送手段の確保を行う場合、 

     安全確保の責務の明確化等の観点から、原則として、知事は、避難先 

     の都道府県知事等に対し、法第１３条に基づき、事務の委託を行うも 

     のとする。 

(3) 県境を越える住民の避難の場合の調整（防災危機管理部） 

   （新規） 

県組織改正に伴う

担当部局名の修正 

 

「国民の保護に関

する基本指針」の変

更に伴い、県の区域

を越える避難の場

合の他府県への事

務委任手続きの明

確化 

20 

 

 

 

81 第３編 

第５章 

第２ 

２（８） 

地域特性に応

じた住民の避

難 

(8) 地域特性に応じた住民の避難（防災対策部） 

   イ 大規模集客施設等における当該施設滞在者等の避難 

    大規模集客施設や旅客輸送関連施設についても、知事は施設管理者 

   等と連携し、施設の特性に応じ、当該施設等に滞在する者等について 

   も、避難等の国民保護措置が円滑に実施できるよう必要な対策をとる 

     ものとする。 

   ウ 離島における住民の避難 

   エ 交通機関が限られている地域での住民避難 

(8) 地域特性に応じた住民の避難（防災危機管理部） 

   （新規） 

 

 

 

 

  イ 離島における住民の避難 

  ウ 交通機関が限られている地域での住民避難 

県組織改正に伴う

担当部局名の修正 

 

「国民の保護に関

する基本指針」の変

更に伴い、大規模集

客施設等に滞在す

る者等に対する避

難等の国民保護措

置の円滑化を明記 

 



6 
 

 

番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

21 102 第３編 

第８章 

第１ 

４（１） 

表３－１ 

危険物質等の

種類とそれに

応じた措置と

の関係 

表３－１ 危険物質等の種類とそれに応じた措置との関係 表３－３ 危険物質等の種類とそれに応じた措置との関係 表現の適正化 

（図の削除により、

図番号を整理） 

22 105 第３編 

第８章 

第２ 

１（５） 

安定ヨウ素剤

の配布 

(5) 安定ヨウ素剤の配布（防災対策部、健康福祉部） 

     県は、安定ヨウ素剤の予防服用の実施等については、防災基本計画（原 

   子力災害対策編）の定めの例により行うものとする。 

 

※中央防災会議 防災基本計画（原子力災害対策編） 

  地方公共団体は、原子力災害対策基本指針を踏まえ、国が決定した方針

に従い、又は独自の判断により、安定ヨウ素剤の予防服用に係る防護対策

の指標を超える放射性ヨウ素の放出又はそのおそれがある場合には、直ち

に服用対象の避難者等が安定ヨウ素剤を服用できるよう、服用するべき時

機及び服用の方法の指示、医師及び薬剤師の確保その他の必要な措置を講

じるものとする。 

(5) 安定ヨウ素剤の配布（防災危機管理部、健康福祉部） 

     県は、安定ヨウ素剤に係る防護対策の指標を超える放射性ヨウ素の放 

   出又はそのおそれがある場合には、国の対策本部長による服用時機の指 

   示に基づき、住民に服用を指示するほか、事態の状況により、その判断 

   に基づき服用すべき時機の指示その他の必要な措置を講ずる。 

「国民の保護に関

する基本指針」の変

更に伴い、安定ヨウ

素剤の服用につい

て、防災基本計画

（原子力災害対策

編）の定めにより行

う旨を明記 

23 105 第３編 

第８章 

第２ 

１（６） 

食料品等によ

る被ばくの防

止 

(6) 食料品等による被ばくの防止（防災対策部、健康福祉部、農林水産部） 

    県は、必要に応じ、飲食物の摂取制限等の措置について、防災基本計 

   画（原子力災害対策編）の定めの例により行うものとする。 

    この場合において、食料品等の安全性が確認された後は、その安全性 

   についての広報を実施し、流通等への影響に配慮する。 

 

※中央防災会議 防災基本計画（原子力災害対策編） 

 地方公共団体は、国の指導、助言及び指示に基づき、又は独自の判断に

より、代替飲食物の供給等に配慮しつつ、飲食物の出荷制限、摂取制限等

及びこれらの解除を実施するものとする。 

(6) 食料品等による被ばくの防止（防災危機管理部、健康福祉部、農水商 

   工部） 

    県は、国の対策本部長の指示又は厚生労働大臣、農林水産大臣等の助 

   言に基づき、代替飲食物の供給等に配慮しつつ、汚染食料品の出荷規制、 

   飲食物の摂取制限等を行う。 

    この場合において、食料品等の安全性が確認された後は、その安全性 

   についての広報を実施し、流通等への影響に配慮する。 

県組織改正に伴う

担当部局名の修正 

 

「国民の保護に関

する基本指針」の変

更に伴い、飲食物の

摂取制限について

防災基本計画（原子

力災害対策編）の定

めにより行う旨を

明記 

24 107 第３編 

第８章 

第２ 

２（５） 

表３－２ 

知事及び県警

察本部長の権

限 

表３－２ 知事及び県警察本部長の権限（法第 108条） 表３－４ 知事及び県警察本部長の権限（法第 108条） 表現の適正化 

（図の削除により、

図番号を整理） 
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番号 該当頁 
県計画 

該当部分 
項目名 新 旧 変更内容 

25 111 第３編 

第８章 

第３ 

５（１） 

消防に関する

措置等 

(1) 消防に関する措置等（防災対策部、警察本部） 

   イ 県警察による被災者の救助等 

       県警察は、把握した被害状況に基づき、的確かつ迅速に機動隊等を 

   出動させ、消防機関との連携の下に救助活動を行う。大規模な被害の 

     場合は、県公安委員会は、必要に応じ、警察庁又は他の都道府県警察 

     に対する警察災害派遣隊の派遣要求、連絡等の措置を実施する。 

(1) 消防に関する措置等（防災危機管理部、警察本部） 

   イ 県警察による被災者の救助等 

       県警察は、把握した被害状況に基づき、的確かつ迅速に機動隊等を 

   出動させ、消防機関との連携の下に救助活動を行う。大規模な被害の 

     場合は、県公安委員会は、必要に応じ、警察庁又は他の都道府県警察 

     に対する広域緊急援助隊の派遣要求、連絡等の措置を実施する。 

県組織改正に伴う

担当部局名の修正 

 

呼称の変更 

26 112 第３編 

第８章 

第３ 

５（２） 

図３－１１ 

消防に関する

措置等に関す

る措置関連図 

警察災害派遣隊の派遣要求及び連絡等 広域緊急救助隊の派遣要求及び連絡等 呼称の変更 

 





別紙（旧） 

 

            図１－３ 主な道路網  

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙（新） 

    図３－２ 県対策本部の構成 

  
県対策本部の組織 

地方部の組織 

県対策本部長：知事  

県対策本部員  

 危機管理統括監、防災対策部長、戦

略企画部長、総務部長、健康福祉部長、

医療対策局長、子ども・家庭局長、環

境生活部長、廃棄物対策局長、地域連

携部長、スポーツ推進局長、南部地域

活性化局長、農林水産部長、雇用経済

部長、観光・国際局長、県土整備部長、

会計管理者兼出納局長、企業庁長、病

院事業庁長、教育長、県警察本部長  

本部員会議  

現地対策本部  

県対策統括部 

・総括部隊 

・社会基盤対策部隊  

・保健医療部隊  

・救助物資部隊  

・被災者支援部隊  

・生活・経済再建支援部隊  

・警察部隊  

県対策本部副本部長  

・副知事  

・危機管理統括監  

地方部員会議  

地方総括部  

 総括班   派遣チーム  

 救援物資班  

 被災者支援班  

 

地方部長  

 

地方副部長  

地方部員 

各事務所等  

 地域防災総合事務所等、県税事務所、保健所、福祉事務所、農林水産事務

所、建設事務所、流域下水道事務所、水道事務所、発電所、その他の事務所  

防災対策部、戦略企画部、総務部、健康福祉部、環境生活部、  

地域連携部、農林水産部、雇用経済部、県土整備部、出納局、  

企業庁、教育委員会、警察本部  

対策統括会議 

地方部調整会議  



別紙（旧） 

図３－２ 県対策本部の構成 

県対策本部の組織 

地方部の組織 

県対策本部長：知事  

県対策本部員  

政策部長、総務部長、生活・文化

部長、健康福祉部長、環境森林部

長、農水商工部長、県土整備部長、

出納局長、企業庁長、病院事業庁

長、教育長、県警察本部長  

本部員会議  

現 地 対 策 本

事務局  

事務局長（防災危機管理部長）  

     総括班（各グループ） 

     広聴広報班  

県対策本部副本部長  

・副知事  

・防災危機管理部長 

地 方 部 員 会

  

     総括班  

       

地方部長：県民センター所長 

地方副部長：地方部長の指名職員 

地方部員：各所長等  

 

防災危機管理部、健康福祉部、農林水産環境部、  

県土整備部、企業部  

政策部、総務部、防災危機管理部、生活・文化部、健康福祉

部、環境森林部、農水商工部、県土整備部、出納部、企業部、

教育部、警察部  


